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I　は じ め に
　本稿は，ヨーロッパにおける退職制に関連した法律の展開について論じ
るものであるが，特にイギリスに焦点をおくこととする。なぜなら，最
 　日本比較法研究所の主催で，オックスフォード・ブルックス大学ルーシー・
ヴィッカース教授による講演会が，2014年 ₃ 月15日に開催された。本稿は，同
教授の講演原稿を翻訳したものであり，さらに訳者が「訳者あとがき」を付し
たものである。
　　ところで，本稿の時的基準は講演会当日現在ということとなる。講演から長
い時間を経てしまってからの翻訳掲載となったしまったのは，ひとえに訳者に
おける事情によるものである。ヴィッカース教授には，2016年 ₈ 月にその旨を
お伝えした上で翻訳掲載の許可を得た。その際，同教授は当該翻訳原稿に若干
の改変をしてくださった。同教授の寛容に深く感謝し，掲載の遅延につき衷心
よりお詫びさせていただきたい。
＊　オックスフォード・ブルックス大学教授
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近，イギリスは退職制に関連し，新たな途に就いたといえるからである。
イギリスは，一律に定年を廃止しつつも，その代わりに個々の事案におい
て退職制を正当化する余地を使用者に残している。
　筆者は本稿において，労働力の高年齢化に関連し，欧州における課題を
概観すると共に，退職制の廃止というイギリスのアプローチが，これらの
課題に対処するための最良のアプローチであるかどうかを探っていくこと
としたい。また，イギリスのアプローチが，高年齢労働者のニーズと若年
労働者とのバランスを適切にとるかどうかを検討する。若年労働者は，以
前にも増して就職難に直面する集団となりつつあり，欧州全域において，
若者の失業率は非常に高いものとなっている。
II　退職制に関するヨーロッパ法の概要
　ヨーロッパの人口は高年齢化しつつあり，2060年には EU における労働
年齢人口（15～65歳）のわずか ₂ 人が，65歳を超える高年齢者 ₁ 人を支え
ることになると予測される1）。
　こうした人口動態の変化と，「年齢／雇用のパラドックス2）」と呼ばれ
る事象を生じさせた早期退職制の流行は，同時に生じた。これは平均寿命
が増加したものの，労働市場における高年齢者の参加が大幅に低下したこ
とを意味している。そして，欧州諸国において国民所得のかなりの割合を
占める年金支給に強く関連し，多くの課題を政策担当者に突きつけてい
る。
　これらの問題に取り組む方法として，EU の政策担当者は，労働市場に
1）　Silver Workers ─ Golden Opportunities. Briefing Note Cedefop (2013) www.
cedefop.europa.eu/EN/publications/21091.aspx（2013年 ₅ 月31日アクセス）。
2）　A. Walker, ʻTowards Active Ageing in the European Unionʼ. なお，同論は the 
Millennium Project Workshop ─ Towards Active Ageing in the 21st Century (To-
kyo: The Japan Institute of Labour, 29─30 November 2001:3) のために準備された
ものである。
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おける高年齢労働者のより積極的な参加を促進するための一連の改善策を
展開させた。その意図するところは，早期退職制を逆手に取り，「アクテ
ィブ・エイジング政策」と呼称される奨励策を通して，「職業生活の延長」
に代えるというところにある。
　この政策を支えるための重要な手段は，年齢差別に対する保護を導入す
ることである。これは，年齢を理由とした差別を禁止した均等待遇枠組指
令（2000/78/EC）によって実現される。
　まず退職制という考え方の除去が最初に行われるべきであろうことが，
職業生活の延長を奨励しようする政策から想定されるであろう。しかし，
欧州指令は，このような方向に向かわなかった。それどころか，欧州指令
の第 ₆ 条第 ₁ 項は，（訳者補注．国内法の文脈で）正当な雇用政策目的を
有する年齢差別について，差別禁止の例外を許容している。その結果，年
齢に基づく直接的な差別となり得ることであったとしても，指令は退職制
を正当化することとなる。
　第 ₆ 条第 ₁ 項は多くの事案において争点となってきた。すなわち，定年
退職制（訳者補注．法定強制退職制）が適法であるのか否か，あるいは，
実際のところ退職制に係る正当な政策目的が存在するのかどうか，さら
に，退職制は政策目的を達成するために適切かつ必要なのかどうか，とい
った争点である。しかし，これら事案のほとんどにおいて，退職制は，欧
州司法裁判所の判断により正当化されている3）。
　たとえば，欧州司法裁判所で最初に検討された事案は，管理職者である
原告（Palacios de la Villa 氏）が65歳で自動退職とされることにつき提訴
したスペインの事案（Felix Palacios de la Villa v Cortefiel Servicios SA4））
であった。原告の退職は，65歳を定年とする全国的な労働協約によって決
定されており，それは国の社会保障制度のもと，満額の年金を得て退職し
3）　これら判断については，F. Hendrickx ʻAge and European Employment Dis-
crimination Lawʼ in F. Hendrickx, Active Ageing and Labour Law (Cambridge: In-
tersentia, 2012) を参照せよ。
4）　Judgment of the CJEU of 16 October 2007, Case C-411/05.
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得るに必要十分な社会保険料を労働者が支払った場合にのみ，退職させる
ことができるという条件を前提としている。原告は，年齢を理由に差別を
する協約下で退職を余儀なくされたと主張したが，その主張は認容されな
かった。欧州司法裁判所は，年齢に基づく雇用ルールには高度な正当化基
準が必要であるとしても，本件においてその逸脱はないと判断した。裁判
所は，異なる世代間で仕事を再分配するという目的が正当であったと認容
し，また定年を固定することは，かかる目的を達成するために適切かつ必
要であったとしている。結論において，政策目標を達成する手段として，
その年齢差別はバランスが取れたものであるとされた。すなわち，裁判所
は，定年規定がソーシャル・パートナーによって労働協約で合意されたこ
とを指摘し，また，その規定が世代間の仕事のより良い分配によって雇用
へのアクセス改善を促進するという国家政策の一部を形成したことを指摘
した。
　同様の帰結は，多くの判例においてもみることができる5）。欧州司法裁
判所は，争点となった年齢差別について，使用者が人員計画を管理可能に
するために，そして，「世代間の公平性」という用語を実現するために，
正当な目的を有するものとして評価した。「世代間の公平性」において，
欧州司法裁判所は，仕事を見つけるという若年労働者の権利と，老後に満
足のいく年金収入を得るために十分な期間働きたいという高年齢労働者の
権利の均衡をとろうとしている。
　欧州司法裁判所が認容しないであろうことは，仕事の能率が年齢ととも
に低下することを前提とした，退職の正当性である。
5）　Incorporated Trustees of the National Council on Ageing (Age Concern England) 
v Secretary of State for Business, Enterprise and Regulatory Reform [2009] . Judge-
ment of the CJEU of 12 January 2010 Case C-341/08 of Dr Domnica Petersen v 
Berufungsausschuss fur Zahn fur den Bezirk Westfalen-Lippe. Judgement of the 
CJEU 5 July 2012, Case C-141/11 Hornfeldt v Meddelande. これら判断について
は，F. Hendrickx ʻAge and European Employment Discrimination Lawʼ in F. Hen-
drickx Active Ageing and Labour Law (Cambridge: Intersentia, 2012) を参照せよ。
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　ある特定の年齢に達した若年労働者のために道をゆずるように高年齢労
働者に期待することは許容され得るという，年齢差別を正当化するための
「フェア・イニングス」原則（訳者補注．人生の諸段階を全うする機会を
平等にすべきとする原則）と呼ばれる概念の裁判所による受容が，判例に
より示されている6）。
　このように，ヨーロッパにおいて定年は年齢差別としてみなされるよう
になっている。正当化され得ない限り，年齢差別は禁止されている。世代
間において仕事を分け合うことにより，世代間の公平性という幅広い社会
政策課題に即した正当化事由は，裁判所によって受容されている。このこ
とは，イギリスにおいても同様である。すなわち，イギリスの最高裁判所
は，Seldon 事件（Seldon v Clarkson Wright and Jakes7））において，世代間
の公平性の目的は，「普遍的なもの」であるとした。
　しかし，このような世代間の公平性の一般的な受容があるとはいえ，筆
者は，以下において，かかるような流れが法の方向性として正しいのか，
を問うこととしたい。特に，「フェア・イニングス」原則が正当なもので
あるかどうかについて，論じることとなる。
　「フェア・イニングス」という概念は，欠陥のある経済モデルに基づい
たとして批判されている8）。それは，分配されることを必要とする限定さ
れた数量の仕事と，高年齢労働者の退職のみが若年労働者が仕事を得るた
めの唯一の方法であることとを，前提としている。しかし，無論のこと，
雇用市場はこのように機能していないし，働く人が多ければ多いだけ雇用
が作り出されると主張することもできる。
　この概念への批判として，それがステレオタイプに基づいていること
が，第二に挙げられる。「フェア・イニングス」という概念は，若年労働
6）　S. Fredman ʻThe Age of Equalityʼ in S. Fredman and S. Spencer, Age as an 
Equality Issue: Legal and Policy Perspectives (Oxford, Hart Publishing, 2003) を参
照せよ。
7）　[2012] UKSC 16 at para 56.
8）　S. Fredman・前掲注6）46頁。
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者に明け渡されることが必要な上級ポストから退職するまでの40年の職業
生活キャリアを想定している。そして，仕事を得た若年労働者もまた順繰
りに退職し，仕事を引き渡すことを想定している。しかし，このようなキ
ャリアのパターンは，一般的とはいえない。たとえば，上のような職業生
活キャリアは多くの女性にはあてはまらない。彼女たちは，人生の半ばで
何年か経済的な活動を停止して，後にキャリアを再開することを望んでい
ることが多い。仮に，イニングスを40年と想定するなら，65歳までに，多
くの女性たちは「イニングス」を完了していないであろう。あるいは，女
性の「イニングス」は，「フェア」なものではない低賃金のパートタイム
雇用に限定されてきたのである。
　上述のように，退職制が「世代間の公平性」論に照らして正当化される
限度において，裁判所が前提としているように思われる高年齢化する労働
力という課題に，「フェア・イニングス」は正しい応答をなし得ないであ
ろう。
　実際には，均等待遇原則に基づくアプローチと，社会全体の利益のため
に他者（たとえば若年労働者）の利害を考慮する必要に基づき世代間的ま
たは集団的な考え方を承認するアプローチとの間には，年齢差別における
緊張をみることができる。
　したがって，政策担当者にとっての課題は，一方で職業生活の延長を奨
励しつつ，異なった労働者グループのさまざまな正当な利益間のバランス
を取るための方法を見出すことである。
　以下においては，他のヨーロッパ地域とは異なるアプローチを採用し，
2011年10月に定年退職制を廃止したイギリスのアプローチを論じることと
する。
III　イギリスにおける退職制にかかる政策
　2006年に，雇用平等（年齢）規則（「年齢規則」）が制定され，年齢を理
由とした直接的・間接的な差別が違法とされ，また，65歳の退職年齢原則
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（DRA）が規定された。これにより，健康上や安全上の理由など明白に正
当化される事由を除き，もはや使用者は被用者を65歳以下で退職させ得な
くなった。また，年齢規制は，65歳を過ぎても働き続けることを要望し得
る権利を全ての被用者に保障した9）（「（継続労働）要望権」）。使用者は，
正式にその要望について検討せねばならなくなったが，理由を示すことな
しに拒否の決定をなし得た。さらに，年齢規則は，65歳を超える被用者の
ために，不公正解雇や剰員整理の主張にかかる障壁を取り去った。
　しかし，「（継続労働）要望権」は，異常な状況を作り出した。すなわ
ち，使用者は，継続労働要望権を有する退職年齢に達しようとしている被
用者に対し，正式な通知をせねばならなくなった。これは，いつ退職する
かという選択肢を個人が有するのだという印象を与えることとなった。し
かし，使用者は，説明なしで継続労働の要望を拒否することができた。こ
れは，あまりに多くの義務を使用者に課すことなく，65歳という通常の退
職年齢を超えての労働を奨励する試みとして説明されるかもしれない。し
かし，それは，被用者に何らかのものを与えておきながら，すぐにそれを
奪い去るといったような，悪い印象を与える結果となった。
　しかし，この制度の寿命は，非常に短かった。2011年10月，退職年齢原
則と継続労働要望権は廃止された。
　定年退職制を廃止したイギリス連立政権の決定は，いくつかの配慮に基
づくものであった。すなわち，高年齢化をもたらした人口構造の変化，年
金の持続可能性などの経済的利益，労働市場に参加する高年齢者のための
より大きな機会，65歳を超えても働き続けるという希望または必要がある
ような被用者にとっての「平等と公平という問題」などへの配慮が含まれ
ている10）。
　この制度変更は，イギリスにおいて，今現在，退職年齢が存在しないこ
9）　あるいは，65歳より後の契約退職年齢。
10）　Phasing out the Default Retirement Age Consultation Document (London: De-
partment for Business Innovation and Skills and Department for Work and Pen-
sions, annex E 2010:26).
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とを意味する。雇用政策の正当な目的を追求する必要性によって客観的に
正当化され，かつ，その手段が目的達成のため均衡のとれたものであると
しう得るのであれば，使用者は，定年退職制をどうにか保持することがで
きる。これは，使用者の退職年齢の正当化（EJRA）として知られている。
　定年退職制を廃止した政府の目的の一つは，先に見たように，働き続け
る希望または必要がある被用者にとっての「平等と公平という問題」にあ
る。この目的が正当であるとしても，筆者が以下で順に検討するように，
それはいくつかの課題に直面することとなる。
　その目的は，第一に，高年齢労働者が均質的集団であるという仮定に依
っており，第二に，定年退職制に基づく人員計画を有する組織のニーズが
十分に考慮されているようには思われず，そして，第三に，国家介入を縮
小させ，また年金を含む福利厚生を減少させることに焦点を当てた新自由
主義的な政策にほぼ間違いなく支えられている。以下において，筆者は，
これらの問題を検討する。
高年齢労働者が均質集団であるという前提への依存
　退職に関するイギリス政府の政策は，高年齢被用者達が，いつ退職する
かという自由を有する均質的集団であることを前提としているようであ
る。しかし，実際には，それぞれの高年齢被用者が労働市場において，ど
のような位置にいるかにかかっているであろう11）。高賃金の仕事と確実な
年金に恵まれた専門職は，より高いレベルに位置付けられるといえ，彼ら
は，仕事を継続するか退職するかといった，複数の選択肢を有する可能性
が高い。反対に，低賃金で単純労働に従事する被用者は，上のような選択
肢をもたないだろうし，彼らが望むような十分な退職年金収入は得られな
いであろう。この振幅を考えると，定年退職制の廃止が，全ての高年齢被
用者に真の選択肢を保証し得たとは考え難い。
11）　M. Reich, D. M. Gordon and R. C. Edwards, ʻDual Labour Markets: A Theory 
of Labour Market Segmentationʼ, (1982) 17 J Human Resources 359.
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使用者の意向
　退職年齢原則（DRA）廃止前に，イギリス政府は，経済界のさまざま
な分野における定年退職制の利用の価値を判断する研究調査を依頼した。
その結果は，複雑な状況を呈した。すなわち，複数の使用者が自主的に定
年退職制を廃止していたが，かなり多くの使用者は未だ定年退職制を維持
していた。これは，特に大きな組織におけるケース，すなわち公共部門や
教育部門だけではなく，製造業などの民間企業も含まれた。
　これらの使用者は，むしろ定年退職制を維持することを好んでいるよう
にみえる。そして，この立場を支持する最も一般的な主張は，以下のよう
なものである。すなわち，人員計画における確かな見込みという必要性，
若年被用者のために勤め口とキャリアの機会を維持するという必要性，そ
して，高年齢被用者を労働力から除外して管理するという「レス・アクセ
タブル」方式の使用を避ける必要性といった主張である12）。
　退職年齢原則（DRA）を廃止した後の307の使用者に対する調査による，
2013年実施の研究では，以下のような問題が依然として持続していること
を示している。すなわち，今回の調査に参加した使用者の64％が，DRA
の廃止によって高年齢被用者がいつ退職しそうかを知りえないために人員
計画がより困難になったことを報告した。また，高年齢労働者がより長く
働くようになった結果，若年被用者の採用や昇進の機会が阻害されていた
と使用者の48％が感じている。さらに，使用者の29％は，組織内の管理者
が DRA の廃止の結果として，実績管理（パフォーマンス・マネジメント）
の問題により多くの時間を費やすことになっていると報告した13）。
　この結果は，定年制の廃止の際，イギリス政府が上に述べたような使用
12）　A. Thomas and J. Pascall-Calitz, Default Retirement Age: Employer Qualitative 
Research. Research report No 672 2010 (Department for work and pensions, 
2010: 4).
13）　Eversheds UK HR e-briefing: How are employers managing without the default 
retirement age? www.eversheds.com/documents/training/HRe_dra_survey.pdf 
（2013年 ₆ 月21日アクセス）。
比較法雑誌第50巻第 ₃ 号（2016）
238
者の支持なく動いたであろうことを示唆している。
退職制廃止は新自由主義政策に適っていたのか
　退職年齢原則（DRA）の廃止は，公共部門年金の政府による大きな見
直しと，公的年金支給開始年齢の引き上げの端緒となったように思われ
る14）。年金改革は，余命の伸長という結果に関連した「年金の危機」に対
応するために必要なこととして，政府により認識されている。
　公的年金支給開始年齢の変更は，公的年金受給資格年齢に達するまで，
より長く働くようになったことを含む，多くの変化と関連している。しか
し，これらの改革は，労働組合や他の団体に歓迎されていない15）。Age 
UK（訳者補注．高年齢者団体）は，平均寿命が伸長しているものの，こ
れは必ずしも年金支給開始年齢の引き上げを導くものではないと批判し
た。彼らは，異なる集団の間に平均余命の「巨大な格差」があり，「最も
貧しい社会経済的グループは退職によって得るものをより多く失うことに
なる」と強調した16）。
　これらの懸念は，年齢における平等を構成する「個人の権利」アプロー
チと，年金給付を含む社会権との間の対立を示している。したがって，退
職年齢が廃止されたとき，いったい誰の「公平性」が実際の問題として考
慮されるのか，さらに進んで問う価値がある。
14）　2011年年金法（Pension Act 2011）のもとで，公的年金支給開始年齢は引き
上げられ，さらなる改変が予定されている。すなわち，公的年金支給開始年齢
は，2020年10月までに男性女性共に66歳に引き上げられ，さらに2024年から
2026年の間に67歳に引き上げられることが予定されている。イギリス政府はま
た， ₅ 年ごとに公的年金支給開始年齢の見直しを実施したいとしており，最初
の見直しは2017年に予定されている。
15）　年金を巡りイギリス政府と労働組合との間で大規模に繰り広げられた論争
は，2011年11月30日の全国ストライキを引き起こした（皮肉なことに DRA 廃
止の直後のことであった）。
16）　H. Osborne, ʻGeorge Osborne Confirms State Pension Age Will Rise to 67ʼ, 
The Gurdian 29 November 2011.
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　公平性の考え方は，高年齢労働者の問題に合致していることを前提とす
ることもできようが，それは適当ではないようだ。1980年代後半以降，新
自由主義的な政策は，豊かに暮らし，かつ，彼らより貧しい家庭からも援
助されている「貪欲な老人」として「高年齢者」を表現した米国において
展開されてきた17）。このような観点から，高年齢者は，若い世代を犠牲に
して，国民所得と国家によるサービスから大きな割当を受けているものと
みられている。退職制の廃止は，これら「貪欲な老人」を長く働かせるた
めの目的を持つものとして理解されよう。
　こうした考え方は，現在，イギリスにおいて，社会的議論として定着し
てきた。David Willits（高等教育大臣）のようなイギリスの保守的な政治
家を例にとれば，ベビーブーム世代は，富を若い世代から取り去ったので
あり，それを元に戻すべきであると主張している18）。現在，同様の議論
が，イギリスの多くのマスコミでみられる。
　こうした議論は，新たな形の年齢差別を表しており，定年退職制の廃止
により達成しようとした「公平性」が，高年齢労働者の観点から長く働く
という選択肢を与えられることによるものなのか，あるいは若年労働者の
観点から高年齢労働者を労働させて高年齢者自身の老後費用をまかなわせ
ることによるものなのかは，明確ではない。ある世代を他の世代と対置さ
せるような世代間の公平性の解釈は，役に立たない。なぜなら，「世代間
の葛藤19）」を導き出し得るし，また社会的一体性を損なうからである。
　上の考え方は，以下のことを示唆している。すなわち，イギリスでとら
れた退職廃止のアプローチは，もっぱら国家介入を後退させ，年金を含む
17）　J.A. Vincent, Politics, Power and Old Age (Buckingham: Open University, 1999: 
111).
18）　D. Willetts, The Pinch: How the Baby Boomers Took their Childrenʼs Future ─ 
And How they can Give it Back (Atlantic Books, 2011).
19）　A. Numhauser-Henning, ʻAn Introduction to Elder Law and the Norma Elder 
Law Research Environmentʼ, Different Approaches to Elder Law (2013) The Nor-
ma Research Programme Faculty of Law Lund University.
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福祉給付を解体することに専心する新自由主義的政策によって，「退職の
自由化」という形式をとることとなった。実際，定年退職制からの強い保
護20）は，通常，生産年齢を超えた高年齢者のための貧弱な保護を規定する
国々でみられ，また逆に，多くのヨーロッパ諸国でとられている整った社
会保障制度は，定年退職制維持に対するより寛容な法律や司法的アプロー
チとしばしば結びついている，と主張されてきた21）。
小　　　括
　上で論じた社会的，政治的な要素は，以下のことを示唆するであろう。
すなわち，退職年齢の廃止は，対処しようとしていた高年齢化という社会
的，経済的課題への誤った政策対応であった。
　しかし，これら政治的な批判にもかかわらず，退職制の廃止は，退職で
発生する高年齢労働者への本質的な不平等取扱を無効にし得たことを否定
できない。
　結論を下す前に，筆者は，退職制と平等の問題を検討したい。年齢にお
ける平等を実現しつつも，何らかの退職制を維持することは可能なのであ
ろうか？
IV　退職制にかかる議論に基づく平等
　退職制に対する平等に基づく事案は，かなり理解しやすい。すなわち，
退職制は，雇用を継続する機会を拒否された高年齢労働者の不利益な取扱
にかかわるものである。また，退職制は，高年齢労働者に経済的，社会的
不利益を生じさせる可能性がある。
20）　たとえば， アメリカの1967年雇用年齢差別法（Discrimination in Employ-
ment Act 1967）。
21）　C. Kollonay Lehoczky, ʻWho, Whom, When, How? Questions and Emerging 
Answers on Age Discriminationʼ, The Equal Rights Review (2013), Vol 11: 69─98
を参照せよ。
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　もし，何らかの規則を導入するとして，一体どのように高年齢労働者の
不平等な取扱という主張に対処するのだろうか？
　第一に，年齢差別は，時間による変化という特徴，すなわち若者は必ず
老いていくという特徴を有するために，他の事由に基づくような差別とは
異なるといって過言でない。これは，彼らが十分に長生きすると仮定した
場合，人生の各段階における利益と不利益は，それぞれの人生において，
全ての人が，それらを受けていることを意味する。老年に達する人は，若
かりし時間を費消してきたし，若さの恩恵を享受する機会があった。そし
て，若者は，順繰りに，年を重ねるという不利益に直面していくこととな
る22）。
　第二に，偏見や侮辱を前提としていない場合は，保護グループの異なる
取扱を許容することができるという事実を指摘できる。従って，ステレオ
タイプに基づいた屈辱的な前提を有していない不利益な取扱の場合に，反
差別的な原則は適用されないであろうと主張できる23）。さらに，若い世代
に社会的・経済的利益を供するため，労働者に退職が課される場合，それ
は許容され得るといって，ほぼ間違いはない。なぜなら，このような場
合，高年齢労働者への「侮辱」が実際に存在しないからである。
　第三に，労働者の人生における労働の役割を再考するなら，我々は退職
を正当化することができるであろう。労働は，多くの個人にとって，重要
な経済的・社会的な役割を果たしているし，ほとんどの人々にとって，彼
ら自身とその扶養する家族に衣食住を提供し得る主要な収入をもたらして
いる。「大多数の人々にとって， 仕事は彼らの根本財産である24）」 と
22）　これらについて詳しくは，S. Fredman・ 前掲注6） を参照せよ。 また，C. 
Kollonay Lehoczky・前掲注21）における議論も参照せよ。
23）　E. Anderson, ʻIntegration Affirmative Action and Strict Scrutinyʼ (2002) NYUL-
Rev. 1195 （Bamforth, Malik and OʼCinneide (eds) Discrimination Law, Theory 
and Context (London, Sweet and Maxwell, 2008), p363に引用）を参照せよ。
24）　Otto Kahn-Freund, Labour Law: Old Traditions and New Developments (Toron-
to: Clarke, Irwin & Co, 1968) at 38（W. Njoya Property in Work: The Employment 
Relationship in the Anglo-American Firm (Ashgate Publishing, 2007) に引用）．
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Kahn Freund が述べたように，経済的財産として仕事をみることは，有益
かも知れない。経済的資産として仕事を見るなら，当該仕事が主要な経済
機能を果たしたとき，労働者はその資産を次に渡すべきであるともいえ
る。長年にわたって仕事をする機会があり十分な年金を築いた人々にとっ
て，仕事という資産は，同じ目的のため資産を利用する見込みを持つ他の
労働者に，優先して順番に渡されるべきであることが示唆されよう。
　以上を要約すると，定年退職制は高年齢労働者への不正義であるとする
強度の平等原則が存在するとしても，それらの主張を争うことはできる。
すなわち，十分な金銭的手段を有する労働者には退職制を課すことができ
るとするような法的枠組みは，平等原則に違反するという根拠だけで否定
されるべきではないのである。
V　 結論─どのようにして「アクティブ・エイジング」という
課題に対応するのが最善か？
　退職制の廃止は，高年齢労働者への本質的な不平等取扱に対する解決を
もたらすようにみえるものの，このアプローチは，高年齢労働者と若年労
働者に何らかの脅威をもたらすと，筆者は上で示唆した。これらの脅威
は，年金給付の侵食と，雇用契約を終了させやすくするための手続に焦点
をおく使用者による全労働者にとっての雇用保護弱体化をも，含む。
　それでは，職業生活の延長と退職制度の変更を促進すると同時に，ここ
で問題となっている異なる法的利益間の均衡をとるためのよりよい法的枠
組みを提供するのはどのようなものであろうか？
　結局，退職のため前提となる選択肢を整備することが望ましいのではな
いだろうか。このことは，「世代間の公平性」を達成する異なった世代間
での仕事の再分配を可能にするであろう。どのような退職年齢でも，フレ
キシブルに運用される必要があるが，特定の職業集団であって，低賃金ま
たは年金受給のため十分な期間働いていない人々のための労働協約は許容
される必要がある。
職場における「アクティブ・エイジング」という課題への対応
243
　以下のような選択肢を含むフレキシブルな退職協定を，高年齢労働者が
要求できるようにすることで，退職におけるフレキシビリティは導入され
得る。その選択肢とは，既定の退職定年を過ぎてから指定の期間働き続け
る，労働時間を減らす，配置転換を受ける，あるいは，部分的に退職しパ
ートタイムベースで働き続ける，といったものである。
　結論として，イギリスの経験は，以下のことを示している。すなわち，
定年退職制の全廃は，生活の質を維持する一方で職業生活を延ばすための
「アクティブ・エイジング」政策という課題への，正しい政策対応とはい
えない。それに代えて，もっとフレキシブルな退職アプローチが示唆され
る。それは，集団的利益と共に年金対策を考慮に入れるものである。退職
制へのフレキシブルなアプローチは，高年齢労働者と若年労働者を相互に
対立させるものでなく，世代間の公平性を達成するために，両者のバラン
スをとるための最善の可能性を与えるものである。
訳者あとがき
　本稿は，職場における「アクティブ・エイジング」という政策課題に対
し，EU における動向を概観すると共に，定年退職制の廃止に踏み切った
イギリスの政策対応の是非につき，検討することを目的とするものであっ
た。以下では，本稿の要旨を振り返るとともに若干の補足を訳者の責任に
おいて行うこととする。
　まず，本稿における「アクティブ・エイジング」政策は，人口の高年齢
化と早期退職制の普及により年金給付による支出が国家歳出の大きな割合
を占めるようになった EU において採られた政策であり，同政策は「職業
生活の延長」を奨励するものとして紹介されている。同政策を支える原理
は年齢差別の禁止であったが，定年退職制であったとしても「正当な」目
的を有する場合は許容されるとしたのが欧州司法裁判所であった。すなわ
ち，「世代間の公平性」論の採用で仕事を求める若年者と年金収入確保の
ため十分な期間働きたいという高年齢者との均衡をとろうとしたのが同裁
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判所であったが，その前提は盤石でなく批判の対象となっていることが指
摘されている。そのため，職業生活の延長を奨励しつつも，年齢や資力に
おいて異なる集団間におけるさまざまな利益のバランスをとる方法を見出
すことが重要となる旨が述べられている。
　そして，「アクティブ・エイジング」について，イギリスは他の EU 諸
国とは異なったアプローチを採用し，2011年に65歳の退職年齢原則（DRA）
を廃止したことが紹介されている。これは，働き続ける希望または必要の
ある被用者の「平等と公平」に配慮したとされるものの， ₃ つの課題に直
面したことが原著者によって指摘されている。すなわち，第一に，DRA
廃止にあたり，イギリス政府は高年齢者達が退職時期の自由を有する均質
的集団であるという前提を用いたが，高賃金で確実な年金に恵まれた専門
職と低賃金で十分な年金収入が期待できない単純労働従事者との間の振幅
は考慮されておらず，後者に複数の選択肢を与えたとはいえないとしてい
る。第二に，定年退職制に基づく人員計画を有する企業等組織のニーズが
十分に考慮されているようには思われず，高年齢者がいつ退職するか予測
できないなど，DRA 廃止は使用者に歓迎されていないことが述べられて
いる。第三に，DRA 廃止は，国家介入を縮小させ年金を含む福祉給付を
減少させることに焦点を当てた，新自由主義的な政策に支えられ，公的年
金支給開始年齢引き上げ等の年金改革を伴ったため労働組合や他の団体か
らの批判にさらされたと指摘されている。
　これらの諸点に鑑みて，原著者は，イギリスにおける DRA 廃止は生活
の質を維持する一方で職業生活を延ばすための「アクティブ・エイジン
グ」政策という課題への正しい政策対応ではなかったとしている。しか
し，その一方で，DRA 廃止は退職で発生する高年齢者への本質的な不平
等取扱を無効にしたとも解され得るとし，年齢における平等を実現しつつ
も何らかの退職制を維持することができないかと原著者は問いを発してい
る。たとえば，年金以外に十分な収入を有する者は退職させることができ
るとする退職制は平等原則に違反するという根拠だけで否定されるべきで
なく，年齢差別の文脈では，人は必ず老いるという特殊性や若年者の利益
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が勘案されるべきとしている。そうすると，DRA 廃止に代えて，もっと
フレキシブルな退職アプローチが示唆され，それは異なった集団における
利益への配慮と年金対策を考慮に入れたもので，自ら指定した歳までの雇
用・労働時間の短縮・配置転換などの選択肢を付与すると述べている。さ
らに，退職制へのフレキシブルなアプローチは，高年齢者と若年者を相互
に対立させるものでなく，「世代間の公平性」を達成するために，両者の
バランスをとるための最善の可能性を与えるものとしている。
　日本では社会学領域において議論が展開されているのが，本稿の主題の
ひとつである「アクティブ・エイジング」である。それは，「活動的な老
い25）」として，少子高齢社会において如何に充実した高齢期を送るかとい
った文脈26），ないし新しい高齢者の働き方や暮らし方のモデルを探求する
といった文脈27）において紹介がなされ，さらにはそうした「老い」をいわ
ば体現する18人の高齢者のライフ・ヒストリーを再現するといった研究28）
も見られる。こうした議論は，90年代後半から世界保健機関（WHO）が
「アクティブ・エイジング」という語を積極的に用いた29）ことや，厚生労
働省による政策30）などに端を発するように思われる。あるいは，一方にお
いて，高齢社会に伴う社会保障費の増大といった視座31）も指摘されてお
り，少なくとも社会学の分野において「アクティブ・エイジング」という
概念は目新しいものではないようである。
　しかし，本稿におけるような法学的なアプローチによる「アクティブ・
25）　小田利勝「少子高齢社会におけるサードエイジとアクティブ・エイジング」
神戸大学発達科学部研究紀要（2004年）10巻 ₄ 号 ₉ 頁。
26）　小田・前掲注25）8頁。
27）　前田信彦『アクティブ・エイジングの社会学─高齢者・仕事・ネットワー
ク』（ミネルヴァ書房，2006年）4頁。
28）　金子勇『日本のアクティブエイジング』（北海道大学出版会，2014年）。
29）　小田・前掲注25）9頁。
30）　「健康日本21」などの政策を指す。これにつき，金子・前掲注28）。
31）　WHO 編著（日本生活協同組合連合会医療部会訳）『アクティブ・エイジン
グの提唱』（萌文社）9頁。
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エイジング」に関する議論は日本において比較的目新しいものと考えられ
る。日本では，むしろ本稿におけるもう一つの主題である年齢差別の文脈
において研究が集積され32），さらに本稿におけるようなイギリスにおける
定年制の廃止に関する動向についても紹介がなされている33）。一方におい
て，それらにおいては，本稿におけるような「アクティブ・エイジング」
政策や「フェア・イニングス」原則といった特徴的な概念との連関は必ず
しも強く意識されていないように解される。そうした意味において，本稿
は一定の意義を有するものといえよう。とりわけ日本における「一億総活
躍社会」といった標語の展開は，本稿におけるような「アクティブ・エイ
ジング」の展開と同様，定年制の延長ないし廃止や年金財源確保といった
一定の結果を伴う可能性がないわけではない。そうすると，EU やイギリ
スの経験について，政策的な観点を多分に含めつつ論じられた本稿には一
定の意義があるものといえよう。
　あるいは，本稿の意義という文脈においては，原著者の主張部分にも一
定の示唆が包含されている。すなわち，定年退職制は高年齢労働者への不
正義であるとする強度の平等原則が存在するとしても，それは必ずしも妥
当でなく，十分な金銭的手段を有する労働者には退職制を課すことができ
るとするような法的枠組みは平等原則に違反するという根拠だけで否定さ
れるべきではないと原著者は主張する。そして，一律的な定年制の廃止で
はなく，退職のため前提となる選択肢を整備することが望ましいとの観点
から，フレキシブルな退職アプローチを立論し，一種のワーク・シェアリ
ングを進めることで「世代間の公平性」を達成しようとする。こうした原
著者の主張それ自体は極めて現実的であるものの，いったい何が「平等」
32）　柳澤武『雇用における年齢差別の法理』（成文堂，2007年），櫻庭涼子『年齢
差別禁止の法理』（信山社，2008年）など。
33）　丸谷浩介「イギリスにおける年金支給開始年齢の引き上げと「定年制」の廃
止」海外社会保障研究（2012年）181号17頁，櫻庭涼子「年齢差別禁止と定年
制─ EU 法・英国法の展開を手がかりに」日本労働研究雑誌（2014年）643号
31頁など。
職場における「アクティブ・エイジング」という課題への対応
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であり「公平」かといった根源的問いについて，あるいはより具体的なア
プローチの中身については，（行間ないし原著者の他著作からその思想等
を知ることはできるが）必ずしも明確な議論が本稿において十分行われて
いるとはいえない。しかし，定年制の廃止という思い切った政策を実現し
たイギリスの経験の内から展開される本稿の主張それ自体は，その現実性
において評価されるべき点が少ないように解される。
　［付記］本稿は，JSPS 科研費15H06618による研究成果の一部である。
